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本
則
中
「
第
七
条
第
四
項
及
び
第
二
十
一
条
第
三
項
」
を
「
第
十
七
条
第
四
項
、
第
二
十
一
条
第
四
項
及
び
第
二

十
八
条
第
三
項
」
に
、「
第
七
条
第
三
項
及
び
第
二
十
一
条
第
二
項
」
を
「
第
二
十
一
条
第
三
項
及
び
第
二
十
八
条
第

二
項
」
に
、「
同
意
」
を
「
同
意
を
し
よ
う
と
す
る
地
方
債
、
同
法
第
五
条
の
三
第
六
項
に
規
定
す
る
届
出
を
受
け
た

地
方
債
、
同
令
第
十
七
条
第
三
項
に
規
定
す
る
報
告
を
受
け
た
地
方
債
」
に
、「
第
四
条
各
号
」
を
「
第
九
条
各
号
」

に
改
め
る
。

附
則
第
二
項
及
び
第
三
項
中
「
第
二
十
一
条
第
三
項
」
を
「
第
二
十
八
条
第
三
項
」
に
、「
第
二
十
一
条
第
二
項
」

を
「
第
二
十
八
条
第
二
項
」
に
改
め
る
。

（
地
方
財
政
法
施
行
令
附
則
第
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
総
務
省
令
・
財
務
省
令
で
定
め
る
数
値
及
び
事
項
を
定
め

る
省
令
の
一
部
改
正
）

第
二
条

地
方
財
政
法
施
行
令
附
則
第
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
総
務
省
令
・
財
務
省
令
で
定
め
る
数
値
及
び
事
項
を

定
め
る
省
令
（
平
成
十
九
年
総
務
省

財
務
省
令
第
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
第
一
号
中
「
第
五
条
の
四
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
合
算
額
」
を
「
第
五
条
の
三
第
四
項
第
二
号
に
規

定
す
る
実
質
赤
字
額
」
に
、「
第
五
条
の
四
第
一
項
第
二
号
」
を
「
第
五
条
の
三
第
四
項
第
一
号
」
に
、
同
条
第
二
号

中
「
第
五
条
の
四
第
一
項
第
二
号
」
を
「
第
五
条
の
三
第
四
項
第
一
号
」
に
、「
同
項
第
二
号
」
を
「
同
項
第
一
号
」

に
改
め
る
。

第
三
条
第
四
号
中
「
第
九
条
」
を
「
第
十
条
」
に
改
め
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整

備
に
関
す
る
法
律
附
則
第
一
条
第
六
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
四
年
二
月
一
日
）か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条

こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
地
方
財
政
法
施
行
令
第
二
条
第
四
項
、
第
十
七
条
第
四
項
、
第
二
十
一
条
第
四

項
及
び
第
二
十
八
条
第
三
項
並
び
に
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
十
四
条
第
二
項
に

規
定
す
る
総
務
省
令
・
財
務
省
令
で
定
め
る
要
件
を
定
め
る
省
令
及
び
地
方
財
政
法
施
行
令
附
則
第
六
条
第
一
項
に

規
定
す
る
総
務
省
令
・
財
務
省
令
で
定
め
る
数
値
及
び
事
項
を
定
め
る
省
令
の
規
定
は
、
平
成
二
十
四
年
度
の
地
方

債
か
ら
適
用
し
、
平
成
二
十
三
年
度
以
前
の
年
度
の
地
方
債
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

第
１
章
一
般
原
則
等

第
１
真
実
性
の
原
則

１
地
方
公
営
企
業
は
、
そ
の
事
業
の
財
政
状
態
及
び
経
営
成
績
に
関
し
て
、
真
実
な
報
告
を
提
供
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
（
地
方
公
営
企
業
法
施
行
令
（
昭
和
2
7年
政
令
第
4
0
3号
。
以
下
「
令
」
と
い
う
。）第
９
条
第
１
項
）。

２
地
方
公
営
企
業
は
地
方
公
共
団
体
の
事
務
及
び
事
業
の
実
施
主
体
と
し
て
、
そ
の
業
務
の
実
施
に
関
し
て
負
託

さ
れ
た
経
済
資
源
に
関
す
る
情
報
を
負
託
主
体
で
あ
る
住
民
等
に
開
示
す
る
責
任
を
負
っ
て
お
り
、
説
明
責
任
の

観
点
か
ら
、
そ
の
財
政
状
態
及
び
経
営
成
績
を
明
ら
か
に
し
、
適
切
に
情
報
開
示
を
行
う
こ
と
が
要
請
さ
れ
る
。

こ
の
よ
う
な
説
明
責
任
の
観
点
か
ら
、
地
方
公
営
企
業
の
会
計
は
、
そ
の
財
政
状
態
及
び
経
営
成
績
に
関
し
て
、

真
実
な
報
告
を
提
供
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

〇
総
務
省

財
務
省
令
第
一
号

地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
平

成
二
十
三
年
法
律
第
百
五
号
）
の
一
部
の
施
行
に
伴
い
、
地
方
財
政
法
施
行
令
第
二
条
第
四
項
、
第
七
条
第
四
項
及
び

第
二
十
一
条
第
三
項
並
び
に
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
十
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る

総
務
省
令
・
財
務
省
令
で
定
め
る
要
件
を
定
め
る
省
令
及
び
地
方
財
政
法
施
行
令
附
則
第
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
総

務
省
令
・
財
務
省
令
で
定
め
る
数
値
及
び
事
項
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
四
年
一
月
二
十
七
日

総
務
大
臣

川
端

達
夫

財
務
大
臣

安
住

淳

地
方
財
政
法
施
行
令
第
二
条
第
四
項
、
第
七
条
第
四
項
及
び
第
二
十
一
条
第
三
項
並
び
に
地
方
公
共
団
体
の
財

政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
十
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
総
務
省
令
・
財
務
省
令
で
定
め
る
要
件
を

定
め
る
省
令
及
び
地
方
財
政
法
施
行
令
附
則
第
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
総
務
省
令
・
財
務
省
令
で
定
め
る
数

値
及
び
事
項
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
地
方
財
政
法
施
行
令
第
二
条
第
四
項
、
第
七
条
第
四
項
及
び
第
二
十
一
条
第
三
項
並
び
に
地
方
公
共
団
体
の
財
政

の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
十
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
総
務
省
令
・
財
務
省
令
で
定
め
る
要
件
を
定
め
る

省
令
の
一
部
改
正
）

第
一
条

地
方
財
政
法
施
行
令
第
二
条
第
四
項
、
第
七
条
第
四
項
及
び
第
二
十
一
条
第
三
項
並
び
に
地
方
公
共
団
体
の

財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
十
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
総
務
省
令
・
財
務
省
令
で
定
め
る
要
件
を
定

め
る
省
令
（
平
成
十
八
年
総
務
省

財
務
省
令
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

題
名
中
「
第
七
条
第
四
項
及
び
第
二
十
一
条
第
三
項
」
を
「
第
十
七
条
第
四
項
、
第
二
十
一
条
第
四
項
及
び
第
二

十
八
条
第
三
項
」
に
改
め
る
。

〇
内
閣
府
告
示
第
三
十
五
号

地
域
再
生
法
（
平
成
十
七
年
法
律
第
二
十
四
号
）
第
二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
二
十
三
年
七
月
十
五

日
内
閣
府
告
示
第
二
百
五
十
九
号
を
も
っ
て
公
示
し
た
地
域
再
生
計
画
に
係
る
指
定
金
融
機
関
を
平
成
二
十
三
年
十
二

月
二
十
二
日
付
け
で
次
の
と
お
り
指
定
し
た
の
で
、
公
示
す
る
。

平
成
二
十
四
年
一
月
二
十
七
日

内
閣
総
理
大
臣

野
田

佳
彦

一

名
称

米
沢
信
用
金
庫

二

住
所

山
形
県
米
沢
市
大
町
五
丁
目
四
番
二
十
七
号

〇
総
務
省
告
示
第
十
八
号

地
方
公
営
企
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
七
年
総
理
府
令
第
七
十
三
号
）
第
五
十
四
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
地
方
公

営
企
業
が
会
計
を
整
理
す
る
に
当
た
り
よ
る
べ
き
指
針
を
次
の
よ
う
に
定
め
、
平
成
二
十
四
年
二
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
。

平
成
二
十
四
年
一
月
二
十
七
日

総
務
大
臣

川
端

達
夫

地
方
公
営
企
業
が
会
計
を
整
理
す
る
に
当
た
り
よ
る
べ
き
指
針

目
次第
１
章
一
般
原
則
等

第
２
章
費
用
及
び
収
益

第
３
章
資
産
、
資
本
及
び
負
債

第
１
節
総
則

第
２
節
資
産
勘
定

第
３
節
資
本
勘
定

第
４
節
負
債
勘
定

第
４
章
資
産
に
関
す
る
事
項

第
１
節
資
産
の
評
価

第
２
節
そ
の
他
の
事
項

第
５
章
負
債
に
関
す
る
事
項

第
６
章
減
価
償
却

第
７
章
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
整
理
等

第
８
章
長
期
前
受
金

第
９
章
リ
ー
ス
取
引
に
係
る
会
計
処
理

第
1
0章

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書

第
1
1章

会
計
に
関
す
る
書
類
に
お
け
る
表
示

第
１
節
損
益
の
表
示

第
２
節
資
産
又
は
負
債
の
表
示

第
1
2章

会
計
に
関
す
る
書
類
に
お
け
る
注
記

第
1
3章

新
会
計
基
準
移
行
に
係
る
経
過
措
置

š™


		2012-01-26T14:53:41+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




